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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

中間連結会計期間
第24期

中間連結会計期間
第23期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

営業収益 （千円） 1,684,714 1,922,992 3,547,472

経常利益 （千円） 31,827 86,609 154,402

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 20,624 45,976 102,197

中間包括利益又は包括利益 （千円） 31,342 66,929 110,160

純資産額 （千円） 1,131,070 1,285,933 1,209,776

総資産額 （千円） 1,976,915 4,901,968 2,148,270

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 8.88 19.79 44.00

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 57.2 26.0 56.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △33,295 172,767 53,806

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △53,184 △173,490 △143,386

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 123,561 819,449 77,431

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 997,027 1,783,372 944,230

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第23期及び第23期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。また、第24期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第24期中間連結会計期間末における総資産額の大幅な増加は、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の連結

子会社化によるものであります。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　主要な関係会社における異動については、以下のとおりです。

＜国内事業＞

　当中間連結会計期間より、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の全株式を取得し、連結子会社といたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）経営成績の状況

　当中間連結会計期間における日本経済は、個人消費の回復に足踏みがみられるものの、雇用・所得環境の改善

等により景気は緩やかに回復しています。一方で、不安定な国際情勢、日銀による金融政策の見直し、物価上

昇、為替市場での急激な円安進行等により、未だ先行き不透明な状況が続いております。

　このような経済環境のもと、当社グループは持続的な成長を実現するため、国内・海外とも、引き続きWebによ

る面談、コンサルティング等を積極的に取り入れるとともに、AIやIT技術を活用したデジタル接点の強化を図

り、お客様の利便性向上に努めてまいりました。

 

　この結果、当中間連結会計期間における営業収益は1,922,992千円（前年同期比14.1％増）、営業利益は91,614

千円（前年同期比182.6％増）、経常利益は86,609千円（前年同期比172.1％増）、親会社株主に帰属する中間純

利益は45,976千円（前年同期比122.9％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

①　国内事業

　国内事業においては、愛媛支社、東京東支店、そして大阪支店を中心に事業承継の取り組みが順調に推移し、

合流前の保険募集人が取り扱っていた保険契約を譲り受けたことにより、損害保険の売上が順調に推移いたしま

した。生命保険においては、提案スキル向上を目的とする人財育成の強化を通じて、法人契約を中心として生命

保険の売上が拡大しました。

　この結果、同事業の当中間連結会計期間における営業収益は1,731,856千円（前年同期比11.4％増）、セグメン

ト利益は44,336千円（前年同期は2,239千円の損失）となりました。

 

②　海外事業

　米国においては、新規保険獲得件数が増えたことや、既存の法人顧客の売上拡大に伴う保険料の増加、既存の

法人顧客・個人顧客へのクロスセルなどにより、営業収益及び利益が大幅に増加いたしました。今後もローカル

マーケットの新規開拓に注力いたします。

　この結果、同事業の当中間連結会計期間における営業収益は191,135千円（前年同期比47.7％増）、セグメント

利益は42,272千円（前年同期比24.1％増）となりました。

 

（2）財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は3,254,634千円となり、前連結会計年度末に比べ1,662,321千円増加

いたしました。これは主に現金及び預金が839,142千円増加したことによるものであります。

　固定資産は1,647,334千円となり、前連結会計年度末に比べ1,091,376千円増加いたしました。これは主に無形

固定資産の増加818,878千円によるものであります。

　この結果、総資産は、4,901,968千円となり、前連結会計年度末に比べ2,753,698千円増加いたしました。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は2,635,103千円となり、前連結会計年度末に比べ1,946,326千円増加

いたしました。これは主に営業未払金が1,238,233千円増加したことによるものであります。

　固定負債は980,932千円となり、前連結会計年度末に比べ731,215千円増加いたしました。これは主に長期借入

金の増加702,104千円によるものであります。

　この結果、負債合計は、3,616,035千円となり、前連結会計年度末に比べ2,677,541千円増加いたしました。

 

 

EDINET提出書類

株式会社エージェント・インシュアランス・グループ(E38164)

半期報告書

 3/21



（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は1,285,933千円となり、前連結会計年度末に比べ76,156千円増加い

たしました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益の計上により利益剰余金が45,976千円増加したことに

よるものであります。

　この結果、自己資本比率は26.0％（前連結会計年度末は56.3％）となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は1,783,372千円となり、前

連結会計年度末に比べて839,142千円増加いたしました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は172,767千円（前中間連結会計期間は33,295千円の支出）となりました。これ

は、税金等調整前中間純利益82,068千円、売上債権の減少額77,575千円、減価償却費46,828千円などによる資金

増加から、法人税等の支払額29,344千円、未払消費税等の減少額12,601千円、営業未払金の減少額11,977千円な

どによる資金減少があった結果であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は173,490千円（前年同期比226.2％増）となりました。これは、敷金及び保証金

の回収による収入1,165千円などによる資金増加から、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

134,317千円、無形固定資産の取得による支出24,487千円、有形固定資産の取得による支出9,128千円などによる

資金減少があった結果であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は819,449千円（前年同期比563.2％増）となりました。これは、長期借入れによ

る収入900,000千円などによる資金増加から、長期借入金の返済による支出74,396千円、リース債務の返済による

支出6,154千円などによる資金減少があった結果であります。

 

（4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（5）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

（6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

（7）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（8）経営成績に重要な影響を与える要因

当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はあり

ません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、2024年２月14日開催の取締役会において、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の発行済株式の100％

を取得して同社を子会社化することについて、基本合意書を締結することを決議し、同日付にて基本合意書を締結

いたしました。また、2024年３月28日付で株式譲渡契約を締結し、2024年４月１日付で同社株式を取得して子会社

化いたしました。

　詳細は、「第４ 経理の状況　１ 中間連結財務諸表　注記事項　（企業結合等関係）」に記載しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,864,000

計 7,864,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,323,000 2,323,000
名古屋証券取引所

メイン市場

１単元の株式数は、

100株であります。

計 2,323,000 2,323,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2024年３月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　２名

当社執行役員・従業員、当社子会社取締役　39名

新株予約権の数（個）※ 1,249（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 124,900（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※

本新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要し

ない。なお、払込みを要しないことは、有利発行に

該当しない。

新株予約権の行使期間※ 自　2026年４月12日　至　2034年３月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　1,445

資本組入額　　 723

新株予約権の行使の条件※ （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要

するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）３

※　新株予約権証券の発行時（2024年４月12日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」といいます。）は、当社普通

株式100株とします。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の

無償割当てを含みます。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとします。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の

数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式交付を行う場合、その他

これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式

数の調整を行うことができるものとします。

２．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社又は当社関係会社の取締役（監査等委員で

ある取締役を含む。）、監査役又は従業員であることを要するものとします。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではありません。

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めません。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。
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④各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできません。

３．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式

移転を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準

じた条件に基づきそれぞれ交付することとします。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基

づき再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年１月１日～

2024年６月30日
－ 2,323,000 － 336,364 － 245,848

 

（５）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲二丁目２番１号 791,500 34.07

株式会社ザ・ファーストドア 東京都港区芝四丁目５番８号 455,600 19.61

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 196,000 8.44

宮脇　邦人 東京都渋谷区 87,000 3.75

川野　潤子 千葉県浦安市 66,650 2.87

伊藤　真吾 東京都世田谷区 50,000 2.15

一戸　敏 東京都渋谷区 44,400 1.91

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ　ＳＥＣＵ

ＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人　モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社）

２５　Ｃａｂｏｔ　Ｓｑｕａｒｅ，　Ｃａ

ｎａｒｙ　Ｗｈａｒｆ，　Ｌｏｎｄｏｎ　

Ｅ１４　４ＱＡ，　Ｕ．Ｋ．

（東京都千代田区大手町１丁目９－７）

40,000 1.72

髙橋　真喜子 東京都中野区 35,500 1.53

東京海上日動あんしん生命保険株式

会社
東京都千代田区大手町二丁目６番４号 35,000 1.51

計 － 1,801,650 77.56

（注）株式会社ザ・ファーストドアは、当社代表取締役社長一戸　敏及びその親族が株式を保有する資産管理会社であ

ります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,321,900 23,219 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数  2,323,000 － －

総株主の議決権  － 23,219 －

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式４株を含んでおります。

 

②【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エージェント・

インシュアランス・グ

ループ

東京都新宿区市谷本村

町３番29号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

（注）上記の他、単元未満株式が４株あります。なお、当社株式は上記「①発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含ま

れております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

　当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 944,230 1,783,372

売掛金 576,549 1,344,271

その他 71,532 135,424

貸倒引当金 - △8,435

流動資産合計 1,592,312 3,254,634

固定資産   

有形固定資産 76,486 158,446

無形固定資産   

のれん - 813,050

顧客関連資産 283,598 294,883

その他 124,597 119,139

無形固定資産合計 408,195 1,227,073

投資その他の資産   

繰延税金資産 32,025 145,845

その他 39,750 116,469

貸倒引当金 △500 △500

投資その他の資産合計 71,275 261,814

固定資産合計 555,957 1,647,334

資産合計 2,148,270 4,901,968

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入金 82,642 206,142

営業未払金 410,370 1,648,604

未払法人税等 22,617 66,182

賞与引当金 - 15,216

代理店手数料返金負債 49,632 257,919

その他 123,513 441,038

流動負債合計 688,776 2,635,103

固定負債   

長期借入金 236,158 938,262

資産除去債務 - 31,783

その他 13,559 10,886

固定負債合計 249,717 980,932

負債合計 938,493 3,616,035

純資産の部   

株主資本   

資本金 336,364 336,364

資本剰余金 245,848 245,848

利益剰余金 603,125 649,102

自己株式 △140 △140

株主資本合計 1,185,198 1,231,175

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 24,578 45,531

その他の包括利益累計額合計 24,578 45,531

新株予約権 - 9,226

純資産合計 1,209,776 1,285,933

負債純資産合計 2,148,270 4,901,968
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

営業収益 1,684,714 1,922,992

営業費用 1,652,296 ※ 1,831,377

営業利益 32,417 91,614

営業外収益   

受取利息 13 15

その他 56 198

営業外収益合計 70 213

営業外費用   

支払利息 626 4,568

その他 34 650

営業外費用合計 661 5,219

経常利益 31,827 86,609

特別利益   

固定資産売却益 1,950 -

特別利益合計 1,950 -

特別損失   

減損損失 - 4,201

リース解約損 311 -

その他 - 339

特別損失合計 311 4,540

税金等調整前中間純利益 33,466 82,068

法人税等 12,842 36,091

中間純利益 20,624 45,976

親会社株主に帰属する中間純利益 20,624 45,976
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

中間純利益 20,624 45,976

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 10,718 20,953

その他の包括利益合計 10,718 20,953

中間包括利益 31,342 66,929

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 31,342 66,929
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 33,466 82,068

減価償却費 40,283 46,828

減損損失 - 4,201

株式報酬費用 - 9,226

代理店手数料返金負債の増減額（△は減少） 1,100 3,825

受取利息及び受取配当金 △13 △15

固定資産売却損益（△は益） △1,950 -

リース解約損 311 -

為替差損益（△は益） △2 △0

支払利息 626 4,568

売上債権の増減額（△は増加） 8,454 77,575

未払消費税等の増減額（△は減少） △28,190 △12,601

営業未払金の増減額（△は減少） △65,946 △11,977

未払費用の増減額（△は減少） 5,443 6,235

預り金の増減額（△は減少） 18,804 954

その他 △14,828 △4,902

小計 △2,440 205,988

利息及び配当金の受取額 13 15

利息の支払額 △635 △4,496

法人税等の支払額 △30,261 △29,344

法人税等の還付額 27 604

営業活動によるキャッシュ・フロー △33,295 172,767

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △21,393 △9,128

有形固定資産の売却による収入 4,303 -

無形固定資産の取得による支出 △33,110 △24,487

長期貸付けによる支出 - △1,000

長期貸付金の回収による収入 411 334

敷金及び保証金の差入による支出 △3,550 △6,057

敷金及び保証金の回収による収入 145 1,165

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
- ※２ △134,317

その他 10 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △53,184 △173,490

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 -

長期借入れによる収入 300,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △125,679 △74,396

株式の発行による収入 4,121 -

自己株式の取得による支出 △28 -

リース債務の返済による支出 △4,851 △6,154

財務活動によるキャッシュ・フロー 123,561 819,449

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,870 20,415

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 50,952 839,142

現金及び現金同等物の期首残高 946,075 944,230

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 997,027 ※１ 1,783,372
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間より、新たに株式を取得したファイナンシャル・ジャパン株式会社を連結の範囲に含めて

おります。

　なお、当該連結の範囲の変更は、当中間連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与

えることは確実と認められ、連結貸借対照表における総資産合計及び負債合計の増加並びに連結損益計算書の営

業収益等が今後増加すると考えられます。

　また、2024年４月30日をみなし取得日としており、かつ、中間連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことか

ら、当中間連結会計期間においては貸借対照表のみを連結しております。

（2）持分法適用範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

（第一種中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

　※　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）

当中間連結会計期間

（2024年６月30日）

当座貸越極度額 200,000千円 200,000千円

借入実行残高 － －

差引額 200,000 200,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年１月１日
至 2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
至 2024年６月30日）

給料及び手当 584,482千円 647,922千円

外交員報酬 560,941 597,747

退職給付費用 5,183 6,015
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

現金及び預金勘定 997,027千円 1,783,372千円

現金及び現金同等物 997,027 1,783,372

 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　　株式の取得により新たにファイナンシャル・ジャパン株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに同社株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりです。

 

流動資産 1,850,276千円

固定資産 261,594

のれん 813,050

流動負債 1,793,137

固定負債 31,783

　株式の取得価額 1,100,000

現金及び現金同等物 965,682

　差引：取得のための支出 134,317

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   （単位：千円）

 国内事業 海外事業 合計（注）

営業収益    

保険代理店事業 1,555,322 129,392 1,684,714

顧客との契約から生じる収益 1,555,322 129,392 1,684,714

外部顧客への営業収益 1,555,322 129,392 1,684,714

セグメント間の内部営業収益又は振替高 － － －

計 1,555,322 129,392 1,684,714

セグメント利益又は損失（△） △2,239 34,066 31,827

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   （単位：千円）

 国内事業 海外事業 合計（注）

営業収益    

保険代理店事業 1,731,856 191,135 1,922,992

顧客との契約から生じる収益 1,731,856 191,135 1,922,992

外部顧客への営業収益 1,731,856 191,135 1,922,992

セグメント間の内部営業収益又は振替高 － － －

計 1,731,856 191,135 1,922,992

セグメント利益 44,336 42,272 86,609

（注）セグメント利益の合計額は、中間連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　当中間連結会計期間において、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の株式を取得し、新たに連結の範囲

に含めております。

　これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当中間連結会計期間の報告セグメントの資産の金額は、「国

内事業」において2,669,239千円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当中間連結会計期間において、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の株式を取得して連結子会社とした

ことにより、「国内事業」セグメントにおいて、のれんの金額が813,050千円増加しております。なお、の

れんの金額は、当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定した金

額であります。

 

（金融商品関係）

　長期借入金は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、中間連結貸借対照表計上額に前

連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当中間連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前

連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

　当社は、2024年２月14日開催の取締役会において、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の発行済株式の

100％を取得して同社を子会社化することについて、基本合意書を締結することを決議し、同日付にて基本合意

書を締結いたしました。また、2024年３月28日付で株式譲渡契約を締結し、2024年４月１日付で同社株式を取得

して子会社化いたしました。

 

（1）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　ファイナンシャル・ジャパン株式会社

事業の内容　　　　保険募集業務、銀行代理業務、金融仲介業務、各種コンサルティング業

 

②企業結合を行った主な理由

　ファイナンシャル・ジャパン株式会社は、2013年の創立以来、独自の戦略と企業文化により生命保険を主

軸とする総合保険代理店として着実な成長を遂げております。今回の株式取得により、損害保険及び海外保

険事業の基盤がある当社と一つのグループとして事業を展開することで、生命保険・損害保険・海外保険ブ

ローカーの３つの主軸を有する企業グループとなり、保険業界において確固たる地位を築くことが可能にな

ると考えています。グループ全体での事業シナジー、ノウハウの共有等を促進することで、マーケットの更

なる拡大や収益力の向上を図り、シナジー効果を最大限に発揮することが可能になると判断し、この度同社

の全株式を取得し子会社化することといたしました。

 

③企業結合日

2024年４月30日（みなし取得日）

 

④企業結合の法的形式

株式取得

 

⑤結合後企業の名称

変更ありません。

 

⑥取得した議決権比率

100％

 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 

（2）中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　みなし取得日を2024年４月30日としているため、当中間連結会計期間は貸借対照表のみ連結しており、当中

間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

 

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　現金 1,100,000千円

取得原価 1,100,000千円

 

（4）主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリー費用等  　20,453千円

 

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

813,050千円

なお、上記の金額は暫定的に算定された金額です。

 

②発生原因

　主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

 

③償却方法及び償却期間

　現時点では確定しておりません。
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（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

 

流動資産 1,850,276千円

固定資産 261,594千円

資産合計 2,111,870千円

  

流動負債 1,793,137千円

固定負債 31,783千円

負債合計 1,824,920千円

 

（7）企業結合が当中間連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結期間の中間損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその算定方法

　当中間連結会計期間における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下
のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

(１)１株当たり中間純利益 ８円88銭 19円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 20,624 45,976

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
20,624 45,976

普通株式の期中平均株式数（株） 2,322,340 2,322,896

(２)潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

－

第４回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数

124,900株）

　（注）前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年８月14日

株式会社エージェント・インシュアランス・グループ

取締役会　御中

 

有限責任　あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 辰巳　幸久

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　卓弥

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エー

ジェント・インシュアランス・グループの2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（2024年１月１日から2024年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社エージェント・インシュアランス・グループ及び連結子会社の2024年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の
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注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
   
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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